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Ⅰ．本研究の目的と問題意識
本研究の目的は，中等社会系教科の意思決定に
おける学習支援の論理を明らかにし，その論理に
基づく方略を提案することである。
本研究でいう「学習支援」とは，学習者が形成
すべき社会認識を獲得できるよう，授業者が行う
手立てを指している。
「問題解決」は学習者が自主的に知識を習得し，
認識を形成できるが，習得される社会認識が日常
的常識的なレベルに留まるという課題がある。ま
た，「理解」は習得される社会認識が網羅的になり，
学習者が教育内容に対し，批判的な検討を行うこ
とができないという課題がある。「理解」は個人
のレベルから認識を始めるため，社会認識が学習
者に形成されやすいが，事実認識と価値認識が一
元的なため，価値注入に陥りやすいという課題が
ある。「説明」は学習者の科学的社会認識形成を
実現できるが，価値に関する指導を回避すること
で，市民的資質育成との関わりを限定してしまう
という課題があるⅰ。
これらに対し，「意思決定」は，説明の成果で
ある科学的社会認識形成と，課題であった市民的
資質育成を統一的に行える方法原理として，多く
の研究者に注目されてきた。そしてそうした研究
者たちは意思決定を活用した授業開発を行うとと
もに，改良も重ねてきた。
しかし，意思決定は優れた方法原理であるにも
関わらず，それを活用した授業実践が教育現場に
浸透していない現状がある。多くの研究者が開発
してきた意思決定の授業実践が，教育現場に普及
しない理由は何であろうか。大きな理由の一つと
して，授業実践における学習支援の方略が不明確
なことが挙げられよう。では，開発された授業実
践から学習支援の方略を読み取れないのはなぜだ
ろうか。
その原因は２点存在している。まず１点目は，
開発された授業の指導案には，主要発問のみが掲
載されていることが多く，それをスクリプト的に
読むだけでは授業実践を行えないという点であ
る。そしてもう１点目は，開発された授業実践で，
全体として形成すべき社会認識は示されていて
も，各学習段階で形成すべき社会認識が示されて
いない点である。
これら２点により，授業実践における学習支援
の方略が不明確となっているのである。開発され
た授業実践では，単元目標とそれに対する診断的
評価，総括的評価の方法は明示されていることが
多い。しかし，単元目標に対して各学習過程で形
成すべき社会認識が示されておらず，そこでの学
習活動と，それに対して行う学習支援の方略は，
授業者の力量や経験に任されているのである。
このような中等社会系教科の意思決定に関する
現状を踏まえ，本研究では意思決定における学習
支援の論理を明らかにし，その論理に基づいた方
略を提案する。このことは，意思決定の授業実践
をより教育現場に浸透させるためにも意義がある
と言えよう。
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Ⅱ．先行研究の分析
１．先行研究を分析する枠組み
先述した社会系教科における意思決定の問題点
を踏まえ，先行研究の分析を行う。先行研究の分
析を行う中で以下の２点を明らかにしていく。ま
ず１点目は，意思決定において形成すべき社会認
識の関係性であるⅱ。そして２点目は，その社会
認識の形成順序である。この２点を先行研究の分
析から明らかにしていくのは，これら２点が明確
でないことには学習支援の方略を検討することが
できないためである。なぜなら，学習者が形成す
べき社会認識を身につけられるよう，学習支援は
なされなければならないためである。
では，どのような枠組みを使って先行研究を分
析すれば，意思決定において形成すべき社会認識
とその形成順序が明らかになるであろうか。図１
は形成される社会認識を分析する枠組みとして示
したものである。
図１ⅲ には授業者から社会認識への矢印と，社
会認識から学習者への矢印が引かれている。授業
者から社会認識への矢印は指導計画上，「答え」
や「獲得される知識」として示される授業者の用
意した社会認識を示している。一方，社会認識か
ら学習者への矢印は指導案上，「予想される発言」
のように，個々の学習者が形成する社会認識を示
している。
本研究においては図１を活用して，先行研究の
分析を行い，形成される社会認識の関係性とその
形成順序を明らかにしていきたい。
２．先行研究の分析
 小原友行「開国か攘夷か」の分析
先行研究として，意思決定の典型的事例である
小原友行の「開国か攘夷か」を取り上げた。小原
実践における形成すべき社会認識の関係性とその
形成順序を整理すると「問題把握パート」「行動
案分析パート」「可能性吟味パート」「意思決定パー
ト」ⅳ に分かれていると言える。図２を参照された
い。図２に示した三角形は図１のものと同様であ
る。各パートの内容を表１に示した。
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学習者が形成する社会認識 授業者の提示した社会認識
図１ 形成される社会認識の関係性
(井上[2015]をもとに筆者作成)
Ⅰ…問題把握パート
Ⅱ…行動案分析パート
Ⅲ…可能性吟味パート
Ⅳ…意思決定パート
図２ 小原実践における社会認識の形成順序
(筆者作成。着色の薄い箇所は，学習者により
差異がみられる既得の知識である。）
表１ 小原実践における学習過程とその内容
内 容学 習 過 程
問題の理解と達成する目
的・目標の明確化①問題把握パート
考えられる行動案の内容
とその価値分析②行動案分析パート
行動案の一般化とその利
点・欠点の吟味③可能性吟味パート
根拠に基づいた主張構成④意思決定パート
(小原（1987）より筆者作成)
一般的知識
価値的知識
個別的知識
授業者学習者
小原実践は開国問題を題材としながら，これら
４つの学習過程を進めていく中で，意思決定を行
うのである。問題把握パートでは，当時の欧米諸
国と日本の違いに関する個別的知識を授業者が提
示し，学習者がその知識を獲得する。行動案分析
パートでは，開国までの過程に関する個別的知識
を授業者が提示し，学習者がその知識を獲得する。
可能性吟味パートでは，授業者が提示した開国す
ることで解決した問題とそうでない問題，そして
学習者既有の知識を基に，学習者が開国すべき
だったか否かを検討する(価値的知識の獲得)。意
思決定パートでは，学習者がこれまでの学習過程
で獲得した知識と既有の知識を基に，阿部正弘に
対する答申書を作成し，開国問題に関する価値的
知識を獲得する。
小原の研究は意思決定という新たな方法原理を
実践として示した点で意義深い。しかし一方でこ
れまでの分析結果から以下の問題点が指摘できる。
１点目は，行動案の分析が一面的になっている
点である。行動案分析パートで日本が開国するま
での過程を学習し，可能性吟味パートで開国する
ことで解決した問題とそうでない問題を検討して
いる。「開国する」という行動案の吟味はなされ
ているものの，「攘夷する」という行動案の吟味
が十分になされていない。あらゆる行動案を出来
る限り分析した上での意思決定が，より望ましい
意思決定と言えよう。
２点目は，行動案の吟味の際，行動案の背景に
ある価値観の分析が不十分となっている点であ
る。意思決定場面における判断はある価値観に基
づいて行われる。したがって，「開国する」とい
う判断の背景にある価値観まで吟味してこそ，学
習者は意思決定パートにおいてめざす国の将来像
に対して適切な行動案を選択できるであろう。
 土肥大次郎「原発政策」の分析
小原実践にみられた課題を乗り越えた事例とし
て，土肥大次郎の「原発政策」を取り上げた。土
肥実践における，形成すべき社会認識の関係性と
その形成順序を図３に示した。土肥実践も小原実
践と同様「問題把握パート」「行動案分析パート」
「可能性吟味パート」「意思決定パート」に分け
ることができる。
問題把握パートでは，各国の原発が占める割合
に関する個別的知識を授業者が提示し，学習者が
その知識を獲得する。行動案分析パートでは，過
去の社会的意思決定事例に関する個別的知識と，
その背景にある価値観（価値的知識）を授業者が
提示し，学習者がその知識を獲得する。可能性吟
味パートでは，授業者が分析してきた事例の一般
化を図り，一般化された行動案の「意図せざる結
果・問題」を検討する。学習者は行動案に関する
一般的知識を獲得する。意思決定パートでは，学
習者がこれまでの学習過程で獲得した知識と既有
の知識を基に，日本の原発推進政策に関する意思
決定を行う（価値的知識の獲得)。
これまでの分析から土肥実践は，「行動案分析の
一面性」「行動案の背景にある価値分析」という
小原実践の問題点を，社会的意思決定の批判的分
析により乗り越えていることが分かる。土肥実践
から，意思決定の形成すべき社会認識の関係性と
その形成順序が見えてくると言える(図３)。
しかし一方で問題点も指摘できる。それは形成
すべき社会認識に対して行う学習活動と，それに
対する学習支援の方略が明らかになっていないと
いう点である。では，どのように学習支援の方略
は検討することができるだろうか。
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Ⅰ…問題把握パート
Ⅱ…行動案分析パート
Ⅲ…可能性吟味パート
Ⅳ…意思決定パート
図３ 土肥実践における社会認識の形成順序
(筆者作成）
Ⅲ．意思決定における学習支援の論理
１．意思決定における学習支援の枠組み
先行研究の分析から，意思決定における形成さ
れる社会認識の関係性は図３のようになるのが望
ましいと言えよう。
授業者は，意思決定の前提となる問題把握のた
めの知識，そして問題解決のための行動案に関す
る個別的知識から価値的知識までを学習者に提示
する(Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ)。その後，学習者は授業で学ん
だ知識や既に獲得している知識を根拠にしながら
意思決定を行う(Ⅳ)。
では意思決定においてこのような社会認識を形
成するには，学習活動やそれに対する学習支援は
どのように設定すればよいのだろうか。
２．意思決定における学習支援の論理
表４は各学習過程における学習支援の方略をま
とめたものである。表４に当てはめながら，各パー
トにおける学習支援の方略を検討していきたい。
 問題把握パート
問題把握パートでは，授業者は意思決定の前提
となる社会問題に関する個別的知識を提示する必
要がある。したがって，このパートでは問題把握
を行うことができるような資料の提示を行い，学
習者がその資料を読み取る活動が求められる。こ
の学習活動では，学習者全員が意思決定の前提と
なる社会問題を共有できるようにするため，板書
に社会問題に関する個別的知識を，資料と学習者
の気づきと合わせて記載しておくことが学習支援
の方略として考えられる。
「徳島県の過疎問題」に当てはめると，過疎化
を理解するため，過疎化に関する資料を読み取る
学習活動が考えられる。ここで必要となる板書に
は「徳島県における総人口の推移」や「徳島県に
おける過疎地域」，「東京都における過疎地域」と
いった過疎化理解のための資料と学習者の気づき
を合わせて記載する（個別的知識の獲得)ⅴ 。
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表２ 意思決定の各学習過程における学習支援の方略
徳島県の過疎問題
の場合扱われる内容支援対象と方略学 習 活 動形成すべき社会認識
学習
過程
過疎化そのものの
理解と過疎化に伴
う問題の理解
学級（板書）問題把握のための
資料
読みとり
①
問
題
把
握
パ
ー
ト
過疎化に対し，徳島
県が行っている政
策の分析
個人（ＷＳ)⇒
学級（板書)
過去の社会的意思
決定事例の分析
②
行
動
案
分
析
パ
ー
ト
モデル化された政
策における利点・欠
点の吟味
班（ＷＳ)⇒
学級（板書)
一般化された行動
案の理解
一般化された行動
案の利点・欠点に
関する議論
③
可
能
性
吟
味
パ
ー
ト
徳島県が今後重点
を置くべき政策に
関する意思決定
個人（ＷＳ)意思決定場面に対
する主張構成
④
意
思
決
定
パ
ー
ト
(筆者作成。「ＷＳ」は「ワークシート」を指す)
事例１ 事例Ｘ
・・
・・
 行動案分析パート
行動案分析パートでは，問題解決を試みた意思
決定事例を提示し，その分析を行う必要がある。
事例の分析を通して，事例の内容に関する個別的
知識，意思決定の背景にある価値観（価値的知識）
を学習者は獲得する。したがってこのパートでは，
授業者が提示した意思決定事例に関する資料を，
学習者自身が調べたり，分析したりする学習活動
が求められる。ここで考えられる学習支援の方略
は以下の２点である。まず１点目は学習者が事例
の個別的知識と価値的知識を獲得することができ
るような個別ワークシートの作成，そして２点目
はそれら個々に分析・調査してきたことを学級で
共有し，一般化が可能となるような板書作成であ
る。
「徳島県の過疎問題」に当てはめると，次のよ
うな学習活動が考えられるであろう。学習者には
徳島県が過疎化に対して行っている諸政策の掲載
された資料を配布する。配布された資料をもとに，
学習者自身が諸政策の目的・内容を読み取ったり，
インターネットや文献等を使ってさらなる調べ学
習を行ったりする。個人で政策を調査・分析後，
学級で調べてきた知識を共有する活動を行う。以
上のような活動が行動案分析パートで行われるの
が適切であると言えよう。
ここで必要な個別ワークシートには，政策の目
的（価値的知識の獲得）と内容（個別的知識の獲
得）を記述できるスペースを確保する。また板書
には政策を類型化できる枠組みを示し，そこに学
習者の分析内容を記述していくことで，意思決定
事例の一般化を可能にする。
 可能性吟味パート
可能性吟味パートでは，行動案分析パートで分
析した意思決定事例を一般化し，一般化された行
動案にどのような利点・欠点があるのかを吟味す
る必要がある。一般化された行動案における利点・
欠点の吟味を通して，学習者は行動案に関する一
般的知識を獲得する。したがってこのパートでは，
授業者が事例の一般化を図った後，学習者が一般
化された行動案の利点・欠点を議論し合う学習活
動が求められる。ここで考えられる学習支援の方
略は以下の２点である。まず１点目は，授業者が
設定した意思決定場面において，班内で情報を共
有し，主張を確定させる班別ワークシートの作成，
そして２点目は，その意思決定場面において，学
級内で議論を進めながら明らかになる，各行動案
の利点・欠点が共有できるような板書作成である。
「徳島県の過疎問題」に当てはめると，次のよ
うな学習活動が考えられる。学習者が調べてきた
政策を「どのような人口をどの程度増やそうとし
ているのか」「その政策はどのような産業をアピー
ルしているか」という２つの視点から座標上に位
置付けし，授業者が類型化を行う。その後類型化
されたモデルの利点・欠点を学習者が議論し，検
討する。以上のような学習活動が，可能性吟味
パートでは考えられる。
ここで必要な班別ワークシートには，徳島県の
過疎化に関する意思決定場面を記載し，班として
の主張とその理由を記述するスペースを確保す
る。板書には各モデルの利点・欠点を記載し，学
級として情報を共有できるようにする（一般的知
識の獲得)。
 意思決定パート
意思決定パートでは，授業者が提示した意思決
定場面に対し，学習者が自身の主張を構成する必
要がある。したがってこのパートでは，ある意思
決定場面に対し，学習者が自身の主張を授業で学
習した知識や既に獲得している知識を根拠にしな
がら構成していく活動が求められる。ここで考え
られる学習支援の方略は，学習者の主張とそれを
支える根拠を記述する個別ワークシートの作成で
ある。
「徳島県の過疎問題」に当てはめると，次のよ
うな学習活動が考えられる。それは「過疎化が進
む徳島県では今後，どのモデルに重点を置いてい
くべきだろうか」という意思決定場面において，
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学習者が自身の主張を根拠に基づいて構成するよ
うな学習活動である。
ここで必要な個別ワークシートには，意思決定
場面とそれに対する学習者の主張，そしてその理
由を記述できるスペースを確保することが適切で
ある（価値的知識の獲得)。
ここまで，各学習過程で形成すべき社会認識，
そして各学習過程で必要な社会認識を形成するた
めの学習活動と学習支援の方略を検討した。形成
すべき社会認識に照らし合わせて学習支援の方略
を検討することが本研究における「学習支援の論
理」である。次に，本研究で例として挙げた「徳
島県の過疎問題」に関する単元「どうあってほし
い?徳島の未来」の詳細を示したい。
Ⅴ．学習支援の実際 ─単元「どうあって
ほしい？徳島の未来」を題材として─
○授業計画書
１．単元名 「どうあってほしい？徳島の未来」
２．単元の位置：学習指導要領「私たちと政治」
中項目「イ 民主政治と政治参加」
３．単元の目標：
① 過疎化とは何か，過疎化によりどのような問
題が生じるのかを理解することができる。
② 徳島県が過疎化に対し，どのような政策を
とっているのかを調べ，そのモデルを理解する
ことができる。
③ 過疎化に対する政策モデルの利点・欠点を議
論し，理解することができる。
④ 徳島県が今後過疎化に対してどのような政策
をとっていくべきかに関し，根拠づけをしなが
ら自分の意見を構成することができる。
―２６―
４．単元の構成
単 元 内 容時間
◎過疎化とはどのような現象であり，過疎化によりどのような問題が引き起こされるだろうか。
徳島県の過疎化を示す各資料から，徳島県において過疎化が進行していることを理解する。
教科書「過疎化は何が問題か」をもとに，過疎化により「生活の不便」「仕事の不足」「集
落機能の低下」「文化・自然の喪失」といった問題が生じることを理解する。
１
時
間
目
◎徳島県では過疎化に対してどのような政策を行っており，それぞれの政策にはどのような特
徴があるのだろうか。
班ごとに分かれ，徳島県が過疎化に対してどのような政策を行っているのか，調べてきた
ことを共有し，類型化を行う。
班ごとに調べた政策を発表し，徳島県の過疎化に対する政策は「観光地化モデル」「企業誘
致モデル」「イベント誘致モデル」「開発モデル」「生活保全モデル」の５モデルに分類でき
ることを理解する。
２
時
間
目
◎これから徳島県はどのモデルにどの程度予算を割くべきだろうか。
今後徳島県はどのモデルに重点を置いてお金をかけていくべきかを学級で議論し，各モデ
ルの利点・欠点を理解する。
議論を踏まえた上で，論題に対する自己の意思決定を，根拠づけをしながら行う。
３
時
間
目
―２７―
５．授業の実際
生徒に獲得させたい知識・予想される回答など資料生 徒 の学習活動教師の発問・指示
県内の人が県外へ出て行ってしまっている
から。
県外から人々を呼び込んで収益を増やした
いから。
徳島県の総人口は平成元年の時点で約84万
人だったが，平成27年時点では約76万人ま
で減少している。
徳島県の総人口は年々減少している。 等
徳島県では全24市町村のうち，13市町村が
過疎地域である。
東京都は全62市区町村のうち６町村が過疎
地域である。
徳島県における過疎化が深刻である。 等
「以前あった商店や診療所がつぶれてし
まった」
「路線バスは，廃業になってしまった」
「収入になる仕事がなくなってしまった」
「来年は村のお祭ができなさそう」
「用水路や共同水道の施設管理なんかもま
まならない」 等
徳島県では過疎化が進んでおり，それに
よって様々な問題が起こっている。 等
①
②
③
④
回答
回答
回答
回答
回答
帰「ＶＳ東京」を視聴して，なぜ
徳島県は県外の人にＰＲして
いると考えるか。
帰資料「徳島県における総人口の
推移」からどのようなことが読
みとることができるか。
帰このように人口が減少し，まば
らになった状態を「過疎化」と
いう。
帰めあて「徳島県における過疎化
の実態はどのようなものだろ
うか。」の提示。
帰資料「徳島県と東京都における
過疎地域」からどのようなこと
が読みとれるか。
帰過疎化が進むとどのようなこ
とが起こるのか，教科書の記述
から分かることは何か。
帰徳島県における過疎化の実態
はどのようなものだろうか。
１
時
間
目
「大鳴門橋開通30周年記念事業の展開」
「外国人観光客倍増に向けた誘客推進」
⇒観光地化を図ることによって，人口増加を
目指している。
⇒既存の産業をアピールし，交流人口の増加
を図っている。
「とくしまで「住む」「働く」「繋がる」集
落再生事業」
「放課後子ども総合プランの推進」
⇒生活困難を克服することによって，過疎地
の生活を保全することを目指している。
⑤班で
情報共有
帰過疎化に対して徳島県はどの
ような政策を行っているのだ
ろうか。班になって調べてきた
ことを共有しよう。
目的は何か
内容は何か
その政策は，どのような産業
をアピールすることにより，
どのような人口を増やそう
としているか。
２
時
間
目
―２８―
生徒に獲得させたい知識・予想される回答など資料生 徒 の学習活動教師の発問・指示
⇒既存の産業をアピールし，定住人口の増加
を図っている。
「企業誘致の推進について」
「国際スポーツ大会キャンプ地等誘致推進
事業」
⇒企業やイベントを誘致することによって，
人口増加を図りながら雇用の創出も行おう
としている。
⇒新規の産業をアピールし，定住人口・交流
人口の増加を図っている。
「ハラール対応「シカ肉」ブランド化事業」
「林業インターンシップ「山武者塾」開催
事業」
⇒産業を開発することによって，人口増加を
図りながら雇用の創出も行おうとしてい
る。
⇒新規の産業をアピールし，定住人口の増加
を図っている。 等
学級で
情報共有
帰班で共有した政策を座標上に
示すとどこに位置づけられる
か，黒板に示そう。
帰皆の政策を大きくまとめると，
「観光地化モデル」「イベント
誘致モデル」「企業誘致モデル」
「産業開発モデル」「生活保全
モデル」に類型化することがで
きる。どのモデルに重点を置く
かによって，めざす徳島県の将
来像が変わってくる。
２
時
間
目
(例）企業誘致モデルと産業開発モデルに15
億円ずつ割くべきだ。なぜなら，徳島県の
総人口は年々減少しており，定住人口の増
加を図らなければ，過疎化によって起こる
問題は解決しないためである。また，企業
誘致モデルと産業開発モデルのどちらか片
方に力を入れた場合，失敗したリスクが大
きくなるため，両方に15億円ずつ予算をか
けることにした。
班に分か
れて主張
構成
学校で議
論
帰これまで調べてきた政策にか
けられる予算は約30億円であ
る。あなたが県知事になったと
したらどのモデルにいくらの予
算をかけるか。班で話し合おう。
帰班ごとに意見を主張し，どのモ
デルにいくら割くのがよいか
を学級で議論しよう。
３
時
間
目
▲
▼

定
住
人
口
増
加
交
流
人
口
増
加
生活保全
開発型
企業誘致
イベント
誘致
観光地
既存の産業
新規の産業
Ⅵ．本研究の成果と課題
本研究の成果は２点挙げられる。
まず１点目は，意思決定においてこれまで単元
全体でしか検討されてこなかった，形成すべき社
会認識の関係性を，先行研究の分析から各学習過
程で明らかにした点である。各学習過程で形成す
べき社会認識の関係性を明確にすることで，授業
者が実践する際，各学習過程の目標地点を明確に
して授業実践を行えるようになったと言えよう。
―２９―
生徒に獲得させたい知識・予想される回答など資料生 徒 の学習活動教師の発問・指示
(利点・欠点の例)
観光地化モデルは県内の自然を活用して多
くの収益を得ることができるが，定住人口
が増加しないため，過疎化で集落機能を維
持することが困難な場所では問題解決につ
ながらない。
イベント誘致モデルは成功すれば収益を得
ることができるが，一時的な収益で安定し
ない。
企業誘致モデルは定住人口を増やしながら
収益も拡大できるが，企業が徳島県から撤
退した場合，大打撃を受ける。
産業開発モデルは，成功すれば安定した収
益を得ることができるが，多くの収益を得
ることは難しい。
生活保全モデルは，県民の生活環境は良く
なるが，直接の収益を生むことができない。
等
(例)私は企業誘致モデルと生活保全モデル
に15億円ずつ割きます。徳島県の良さは都
会にはない，ゆったりとした雰囲気だと思
うので，この良さを崩さないようなまちづ
くりが大切だと思います。私は「企業誘致
の推進について」という政策を調べました。
徳島県が誘致する企業はサテライトオフィ
スに見られるようなＩＴ関連の企業です。
したがって，定住人口を爆発的に増加させ
ることなく，過疎地の集落機能を維持させ
ることが可能です。また，生活保全モデル
にも予算を割くことで，県民が暮らしやす
い生活環境を作っていくことも大切です。
なぜなら，住みにくい生活環境では企業を
誘致してもなかなか人が来てくれないから
です。こうした理由から私は企業誘致モデ
ルと生活保全モデルに予算を割くことにし
ました。
個人で
ＷＳに記
入
帰各モデルの利点・欠点を踏まえ
た上で，あなたはどのモデルに
どの程度の予算をかけるべき
だと考えるか。
そして２点目は，各学習過程で形成すべき社会
認識の関係性に合わせた学習支援の方略を，具体
として示した点である。形成すべき社会認識の関
係性に対し，本研究では各学習過程で必要な学習
規模と学習活動，そして学習支援の方略を検討し
た。論理に合わせた学習支援の方略を検討するこ
とで，今後より教育現場で実現可能な授業の指導
案を提案できるであろう。
一方，本研究の課題は，学習支援の論理の検討
が意思決定に留まった点である。中等社会系教科
における方法原理は，意思決定の他にも存在して
いる。研究の場と実際の教育現場における授業実
践を結び付けるためには，各方法原理に適切な学
習支援の論理を検討していくことが求められるで
あろう。この点に関しては，今後引き続き検討し
ていきたい。
―３０―
【註】
ⅰ 問題解決に関しては，棚橋健治「問題解決」森分孝治，
片上宗二編『社会科 重要用語300の基礎知識』明治図書，
2000，p.69が，認識に関しては，草原和博「認識」森分
孝治，片上宗二編『社会科 重要用語300の基礎知識』明
治図書，2000，p.93が，理解に関しては，池野範男「理
解」森分孝治，片上宗二編『社会科 重要用語300の基礎
知識』明治図書，2000，p.98が，説明の成果に関しては
森分孝治「説明」森分孝治，片上宗二編『社会科 重要
用語300の基礎知識』明治図書，2000，p.90が，課題に関
しては土肥大次郎「社会的意思決定の批判的研究として
の授業 ―真理性と正当性を保障する意思決定型授業『原
発政策』の開発―」社会系教科教育学会『社会系教科教
育学研究』第23号，2011，p.61に詳しい。
ⅱ 形成すべき社会認識だけでなく，その形成主体も本研
究では検討する。形成主体を確定させることで，その後
行うべき学習活動を検討しやすくなるためである。
ⅲ 図１の個別的知識，一般的知識，価値的知識の説明は
井上（2015）に詳しい。
ⅳ パートの名称は筆者作成。
なお，本稿で紹介する学習支援の方略の具体案は，筆者
の修士論文「中等社会系教科の意思決定における学習支
援の論理 ―単元「どうあってほしい?徳島の未来」を題
材として―」，2016に詳しい。
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